
令和５年第３回定例会（１２月議会）予算及び付託議案審査関係資料

令和５年１１月２８日

企 画 振 興 部

【予算関係】

・・・デジタル政策推進課 情報基盤システム再構築事業について １

・・・デジタルガバメント総合推進事業について ５



情報基盤システム再構築事業について

デジタル政策推進課

１ 目的
県職員の柔軟で多様な働き方に対応するため、令和６年９月に予定している可搬型一人１台パソコンの導入に合

わせ、行政情報ネットワーク接続の無線ＬＡＮ化に向けた現地調査及び基本設計を行うとともに、庁内からインタ
ーネットへ接続する際にサービスの通信先を判断して振り分ける装置を導入する。
また、可搬型一人１台パソコンの持ち運びの利便性を向上させるため、セキュリティを保ちつつ顔認証でログイ

ンできる認証システムを構築する。

２ 補正理由及び債務負担行為の設定理由
（１）補正関連

① 無線ＬＡＮ化に向けた現地調査及び基本設計
可搬型一人１台パソコンの導入時期に合わせて行政情報ネットワーク接続を無線ＬＡＮ化するためには、今

年度中に現地調査及び基本設計を完了させ、令和６年４月から工事に着手する必要があることから予算を補正
する。

② ネットワーク機器の導入
職員間でファイルの共同編集やステータス管理等を行い、コミュニケーションや情報共有を円滑に進めるこ

とで業務の効率化を図るため、令和６年４月から実施するコラボレーションツールの実証実験に必要な機器を
導入するために予算を補正する。

（２）債務負担行為関連
① 認証システムの構築

認証システムの構築に６か月を要するため、令和６年９月の一人１台パソコンの導入開始に合わせるために
は、今年度内に契約手続を進める必要があることから、債務負担行為を設定する。

1



３ 内容
（１）補正関連

① 無線ＬＡＮ化に向けた現地調査及び基本設計
本庁舎、第二庁舎、秋田地方総合庁舎及び議会棟における行政情報ネットワーク接続の無線ＬＡＮ化に必要

な機器の設置箇所及び配線工事に係る現地調査及び基本設計を行う。
＜スケジュール＞
令和６年１月下旬：業者選定、契約締結

２月上旬～３月上旬：現地調査
３月中旬～３月下旬：基本設計

② ネットワーク機器の導入
庁内からインターネットへ接続する際にサービスの通信先を判断して振り分ける装置を導入し、信頼性の高

いネットワークを構築する。
＜スケジュール＞
令和６年１月下旬：業者選定、契約締結

２月上旬～２月下旬：機器調達
３月上旬～３月下旬：機器導入、構築作業

（２）債務負担行為関連
① 認証システムの構築
可搬型一人１台パソコン及び各システムに顔認証でログインできる認証システムを構築する。
＜スケジュール＞
令和６年１月下旬：業者選定、契約締結

２月上旬～７月下旬：システム構築
８月上旬～８月下旬：試験運用
９月１日：本格運用開始
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４ 予算額
（１）補正予算額

４２，３５１千円（㊀４２，３５１千円）
① 無線ＬＡＮ化に向けた現地調査及び基本設計

１７，３７３千円 委託料 １７，３７３千円
※委託料内訳
・現地調査費 ８，５６０千円
・基本設計作業費 ８，８１３千円

（＠７０，４００円×１２５．１８／人日）

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当予定

② ネットワーク機器の導入 ２４，９７８千円 委託料 ２４，９７８千円
※委託料内訳
・機器導入費 ８，２５５千円
・構築作業費 １６，７２３千円

（＠７０，４００円×２３７．５４／人日）

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当予定

（２）債務負担行為限度額
１０１，６８９千円（ ２，７７５千円、 ９８，９１４千円）

① 認証システムの構築 委託料 １０１，６８９千円

※委託料内訳

・ライセンス料 ７５，２３９千円

・システム構築費用 ２６，４５０千円

（＠７０，４００円×３７５．７１／人日）

：公営企業会計適用組織からのシステム利用負担金
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【可搬型一人1台パソコン】

【テレワーク用端末】

LGWANネットワーク
(庁内ネットワーク)

インターネット

【東北6県＋新潟県
共同運用セキュリティクラウド】

【テレワーク】
自宅

【個人所有パソコン】

【モバイルルータ】

※令和６年９月更新予定 ※令和６年４月本格実施予定

　　　　：補正予算

　　　　：債務負担行為

【顔認証】

※令和６年８月から順次導入予定
（本庁舎、第二庁舎、秋田地方総合庁舎、議会棟）

デジタル政策推進課

【ネットワーク機器】
サービスの通信先を判断して
振り分ける装置
※令和６年３月導入予定

【クラウド型グループウェア】
コラボレーションツール

※令和６年３月導入予定

【行政情報ネットワーク接続の
無線ＬＡＮ化】

※令和６年２月～３月は
　現地調査及び基本設計

※令和６年９月
本格運用予定

※令和６年４月実証実験開始予定

※運用中

令和５年１２月補正予算全体イメージ
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デジタルガバメント総合推進事業について

デジタル政策推進課

１ 目的
ウィズコロナ・アフターコロナ時代の「新しい生活様式」として、県職員の柔軟で多様な働き方に対応するため、

テレワーク用端末及びモバイルルータを導入する。
また、テレワークの本格実施に向けた環境整備を行う。

２ 補正理由及び債務負担行為の設定理由
（１）補正関連

① テレワーク用端末及びモバイルルータの導入
自宅にパソコンやインターネット接続環境がない職員についても、令和６年４月からテレワークを実施でき

るよう端末及びモバイルルータを導入するために予算を補正する。

（２）債務負担行為関連
① テレワークライセンスの整備

テレワークを令和６年４月から本格実施するためには、今年度内に契約手続を進める必要があることから、
債務負担行為を設定する。

３ 内容
（１）補正関連

① テレワーク用端末及びモバイルルータの導入
テレワーク用の貸出端末２８０台及びモバイルルータ７２台を導入し、各部局及び地域振興局に配付する。

5



＜スケジュール＞
令和６年１月中旬：公告開始

１月下旬～２月上旬：業者選定、契約締結
２月中旬～３月中旬：端末調達、初期設定作業
３月下旬：端末配付

（２）債務負担行為関連
① テレワークライセンスの整備
令和６年４月からの本格実施に向けてライセンス整備を行う（１，１００ライセンス）。
＜スケジュール＞
令和６年１月下旬：公告開始

２月下旬～３月上旬：業者選定、契約締結
３月中旬～３月下旬：操作マニュアル作成
４月上旬～４月中旬：募集開始、初期設定作業
４月下旬：本格実施開始

４ 予算額
（１）補正予算額

３１，２０２千円（ ３１，２０２千円）

① テレワーク用端末及びモバイルルータの導入 需用費（モバイルルータ） １，７５７千円

委託料 ２９，４４５千円

※委託料内訳

・端末調達費 ２８，６４４千円

・端末初期設定費 ８０１千円

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当予定
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（２）債務負担行為限度額
２４，１７０千円（ ６５９千円、 ２３，５１１千円）

① テレワークライセンスの整備 初期導入費 ３３０千円
ライセンス使用料 ２３，８４０千円

：公営企業会計適用組織からのシステム利用負担金
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